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1.教育の領域 

 

教育の領域では、教授・准教授・講師については、未提出の者３名を除いて 38 名が学部

教育、大学院教育、課外の教育活動について自己評価を行い、助手については、3 名全員が

教育補助の業務について評価を行った。助手の評価基準は、目標達成評価である。 

 

１）自己評価 

 教育の自己評価の素点では、1 点評価および２点評価は０人、3 点評価が３人、4 点評価

が１６人、5 点評価が２０名である。全体の平均点は 4.4 点であり、昨年度 4.5 よりやや下

がっている。また、教育評価に関する「重み」は、教員が 0.3～0.5 の範囲内で自由に設定

できるが（助手の場合は、0.1～0.8 である）、その平均は、0.4 であり、昨年度と同じで、

設定できる範囲の中央値となっている。自己評価の素点と「重み」を乗じた自己評価点は

0.3 から 3.5 に亘るが、その平均は 1.6 であり、昨年と同様である。 

 

自己評価素点 人数 

１ ０ 

２ ０ 

３ ３ 

４ １６ 

５ ２０ 

 

２）基本的教育についての評価 

 学部教員は、学部専門教育と教養教育科目などの講義ならびに２・３・４年生の演習を

合計して、最小で年間 8 コマの授業を行うことがノルマとなっているが、新任教員で演習

が担当出来ていない教員を除き、ほぼ全教員がこのノルマを果たしている。そのため、4 点

（おおむね達成できた）以上の自己評価素点が多くなっており、自己評価の素点と「重み」

を乗じた自己評価点に関しても、1.5 以上の者が 24 人に及んでいる。大学院では、研究科

所属の教員は、上で述べた担当数以上の講義を行っており、さらに研究指導教員は研究指

導科目も担当している。 

 

３）課外の教育活動 

 課外の教育活動については、以下の例示で見るように、ゼミ単位の活動が活発であるが、

その他にも、資格試験指導や外部見学などのゼミ単位ではない活動も行われている。 
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教育活動の例示 

 

 

講義・ゼミ 

佐賀大学経済学部地域経済研究センター「平成 29 年度 学生チャレンジ地域

連携プロジェクト（旧ゼミ・プロジェクト）研究への研究助成」報告書の作

成のための指導 

卒業レポート作成。卒業レポート発表会 

九州ゼミ連大会参加への指導 

九州電力佐賀支社、ふれあい街づくり実行委員会と連携した「ふれあいフェ

スタ 2017 く～よかフェス」の運営参加 

単独ゼミ合宿の実施。 

２．３．４年の合同ゼミ合宿の実施。 

他大学ゼミとの合同合宿の実施。 

第 18 回 (2017 年度) ストックリーグへの参加 

COC 事業（小城市）での活動（現地調査、先進地視察、他大学との合同ゼミ） 

学生が自ら企画する企業説明会「佐賀大学 OB に聴く！ジョイントセミナー」 

学生が企画した大塚製薬工場見学を補助。 

ゼミ生（全 10 名）による（独）国民生活センター主催「全国消費者フォーラ

ム」での研究採択および報告 

佐賀県高度情報化推進協議会 ICT 利活用推進プロジェクトへのゼミでの参加 

野村證券提供講座のとりまとめ 

連合提供講座のとりまとめ 

資格・就職 法学検定試験実施の世話役 

法科大学院進学希望者等に対する課題指導（裁判所見学など） 

その他 留学生と日本人学生の英語による交流イングリッシュ・チャット 

 

４）まとめ 

例年と同様、経済学部の教員は、他の活動に比して、学生への教育を重視していること

が分かる。この傾向は、教員全般にわたっている。それぞれの教育活動が連携され組織的

に良い効果を生んでいくような方策をとっていければ学部としての教育力の向上となる。 

 

2. 研究 

 

  以下の研究領域の評価報告は、在外研究や未提出の者を除く、38 名を対象としている。 

 

 1）研究領域のウェイトづけ 

 「内規」で定めた教員の研究領域の「重み」は 0.3～0.5（助手は 0.1～0.8）である。0.3

の重みを選択する教員が過半数である。0.5 の重みをつける教員もいるが、教育における
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負荷や組織運営上のタスクの増加から、研究に対して大きな重みをもたせられない状況

も伺える。 

         研究領域のウェイトの分布 

ウェイト 人数 

0.1 ０ 

0.2 ３ 

0.3 ２５ 

0.4 ７ 

0.5 ４ 

ウェイトの平均 0.33 

 

 2）研究領域における評価素点の分布 

  研究領域における評価の素点は、75％が 4 点以上となっており、平均は 4.0 点である。 

重みを最低ラインの 0.3 とするなかで、研究について一定の成果をあげていることを示し

ている結果である。低い自己評価をした教員は論文作成等準備段階等の研究プロセスあ

り、アウトプットがないため厳しい評価をした者と考えられる。 

         研究領域の評価素点の分布 

評点 人数 

１点 ２ 

２点 ２ 

３点 ６ 

４点 １４ 

５点 １５ 

評価素点の平均 4.0 点 

 

 

３）研究領域における自己評価の分布 

 研究領域における各人の「評価素点」と「重みづけ」の積である「自己評価」の分布は

以下のようになっている。0.3 から 2.5 に及ぶ、分散した評価となっている。「重み」を下

限の 0.3 にしている教員が多いことを考慮すると、その重みとした上で一定の成果を上げた

と評価して、自己評価点が 1.2 以上となっている教員が多くなっていると考えられる。上位

グループ 2.0 以上の者６名は、研究にウェイトをかけてうえで年度計画を立て、しかもその

計画通りに研究が進められた教員がいることを示している。 
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  研究領域の評価点の分布 

自己評価点数 人数 

0.3 ２ 

0.6 ３ 

0.9 ４ 

1.0 ２ 

1.2 １１ 

1.5 ７ 

1.6 ４ 

2.0 ２ 

2.5 ４ 

評価点の平均 １．３４ 

 

 

３）著書・論文の公刊 

３）－１．公刊形態別の分類 

 公刊された業績を，著書（単著，編著，共著，共編），論文に区分した本学部教員による

業績の公刊は，次に示すとおりである。評価点に対応して、相応に研究成果はあがってい

る。 

 

          業績公刊形態別分布 

著  書 

編著 ０冊 

単著 ０冊 

共著 ９冊 

論  文 
単著 ４３編 

共著 ３１編 

 

３）－２．教員ベースの業績公刊数の分布 

 共著・編著を含み著書・論文などを刊行した教員は 27 人である。その業績数の分布を，

次に示す。論文等０編が 12 人いるが、これから助手 3 人を除かなければならない。したが

って、教員のうち、12 人が研究業績を公表するに至らなかったことになる。 
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       教員ベースの業績公刊数の分布 

業績公刊編数 人数（人） 

論文等４編以上 ６ 

論文等３編 １ 

論文等２編 ７ 

論文等１編 １３ 

論文等 0 編 １２ 

合 計 ３９ 

   

３）－３．論文等の掲載誌について 

 交換された論文の掲載誌は，佐賀大学経済論集、佐賀大学地域経済研究センターWorking 

Papers のほか、「文明研究・九州」「交通学研究」「海運経済研究」「経営学論集』」「Studies 

in Regional Development」「情報通信政策レビュー」「ジュリスト」「Review of Economics 

of Household」「季刊労働法」「行動計量学」「安全工学」「民商法雑誌」「証券経済研究」

「季刊個人金融」等があり、多岐にわたっている。 

       

４）学会発表など 

 教員の研究発表の数は，以下のようになっている。 

        学会報告・研究会報告等別人数の分布 

０回 １８ 

１回 ５ 

２回 ９ 

３回 ３ 

４回以上 ４ 

合計 ３９ 

 

 研究会報告に関しては、小規模の会のものは他の研究活動ととらえている教員もいる。 

その他の研究活動の記述には、共同研究についての進展や大学外の関係者との協力による

研究活動があげられている。 

 

５）まとめ 

 

 ここ 4 年間の、研究部門自己評価素点平均と自己評価点平均を以下に示す。 
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 自己評価素点の平均 自己評価点の平均 

H26 3.70 1.34 

H27 3.80 1.30 

H28 3.20 1.10 

H29 4.0 1.34 

 

 

今年度は、自己評価素点は高くなっている。論文等の公刊、学会発表などをみても着実な

研究活動がなされている状況で、大学での教育活動や組織運営活動が増大しているため、

そのことを考慮に入れた自己評価になっているものと考えられる。 

 

３．社会貢献・国際交流 

 

 国際交流・社会貢献活動について、未提出・未記入の者をのぞく 38 名が当該活動に

ついて自己評価している。 

評価基準は、「内規」により充当時間数または回数と定めており、「重み」は 0.1~0.3

の範囲としている。38 名の教員の平均評価素点は前年度と比較して若干上昇し 4.1 点

であり、地域社会や国際社会に積極的に貢献していると評価できる。重みとしては、0.16

であり、やや上がっており地域における社会貢献や国際交流の重要性の認識が高まって

いるとも考えられる。 

         

 

 

1) 国際交流活動 

 29 年度におけるアジア諸国の大学等との組織的交流については以下の活動があり、

学部から教員が参加している。 

①「国際交流実習～世界遺産と地域経済、スリランカと日本の経験から学ぶこと～」（ス

リランカ・ペラデニア大学） 

②短期留学生の受入れカセサート大学（タイ）の学生５名と教職員２名、ペラデニア大

学（スリランカ）の学生 9 名を受け入れ 

③第１回国際学生シンポジウム「持続可能な生産と消費」を開催 

④ ベトナム国家大学ハノイ校外国語大学において国際シンポジウムを開催 

⑤ 中国の浙江理工大学、浙江城市学院での地域デザイン研究科の案内と大学間交流の

協議 

昨年度 評価素点 3.4 点 重み 0.14 

今年度  同   4.1 点  同 0.16 
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⑥ 第 3 回日台法学研究シンポジウムの開催 

  

経済学部が交流協定校と年１回定期的に共同で開催しているアジア経済シンポジウ

ムは、中国広西師範大学で開催され3名が参加し、2名の研究報告の他に、交流機関の関

係者と交流を行っている。  

  

2) 社会貢献活動 

 26 年度においても、これまで同様、地域社会への積極的な貢献活動が展開されてい

る。当該活動を「大学に対する地域社会の要請」という視点で分類すれば、以下の 3 つ

になる。以下は例示で示す。 

 

① 学識経験者として自治体などの各種委員会・審議会などへ参加したもの。 

高知新港第二期振興プラン検討委員会委員、佐賀県公共事業評価監視委員会委員、 

佐賀県水道ビジョン策定委員会委員、伊万里港利用動向調査検討会議委員、鳥栖駅周

辺まちづくり検討委員会副委員長、鳥栖商業活性化協議会会長、佐賀市文化財保護審議

員、神埼市史執筆委員、佐賀市環境審議会、高齢・障害・求職者雇用支援機構運営協議

会委員、消費者庁消費者教育推進会議委員、厚生労働省労働政策審議会臨時委員・人材

開発分科会員、国土交通省事業協議会委員、佐賀市自治基本条例検証委員会委員、佐賀

県介護保険審査会委員、佐賀市行政不服審査会委員 

等があり、専門性も生かされている。 

 

② 専門知識を提供するタイプの活動。 

経済学部教員のもつ経済・経営・法律・歴史文化に関する高度な専門知識・情報を提

供することが期待されているものである。「福岡県稲作経営者協議会経営向上研修会で

の講演」、「九州地区ＪＡ常勤理事研修会」、「神崎市日中友好交流協会が主催する日中友

好の集いで講演」、「えひめ消費者ネット公開講座講演」、共謀罪の問題について市民向

けの集会で講演」等がある。学部主催の市民向け公開講座「みんなの大学」には、多数

の教員が講師として参加している。 

 

以上の他に社会貢献活動のコーディネートや社会問題に関するマスコミへの対応など

がある。 
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４．組織運営 

 

１）評価の基準 

組織運営については、教授・准教授・講師は、大学内の委員会等の運営活動、講座・コー

ス主任、地域経済研究センター等の活動について評価した。個人評価に関する内規が定め

ている基準は、参加会議回数または所要時間数など下記のとおりである。 

教授・准教授・講師の組織運営評価基準 

回数・時間数 15回・30時間以上 10～14回・20時間以上 10回・20時間未満 

評価点 ５ ４ ３ 

 

2９年度は３９名が自己評価している。その概要は以下の通りである。 

 

評価素点の分布 

１点 ２点 ３点 ４点 ５点 合計 

０人 ０人 ９人 ８人 ２２人 ３９ 

 

各平均点 

評価素点平均 4.3 重み平均点 0.2 評価平均点 0.7 

 

重みについては、０．１～０．３の範囲で設定することになっていることからすれば、その平均

点０．２は、各教員が他の領域とのバランスを考えた上で、適切な重みを設定していることが分

かる。委員会業務については、学科から選出し、2年任期で交代するようにしている。また委員

会委員も、全学的な委員と学部内委員とがあり、開催回数も多様である。上記の結果は教員

が担当した委員に対して適切な活動を行っている結果であるといえる。 

 

  

２）各種の学内組織運営活動 

教授、准教授、助手の全員が参加、協力するかたちで、委員会などによる組織的運営が

行われている。次のような学部・全学委員会の業務があり、教員で分担して行っており、そ

れぞれの教員が組織運営活動にたずさわっている。①から④の委員会は開催頻度と業

務負担が大きく、そのことも年度ごとのそれぞれの自己評価の結果にあらわれているとい

える。 

① 【教育委員会】は1年間のカリキュラム・開講科目の編成だけではなくシラバス作成、授

業評価と授業改善、学生のための教育ガイドの作成など、定例的な会議の他に、日常

的に多くの業務を行っている。 

② 【入試委員会】は入学試験の実施のほかに、高校大学連携（ジョイントセミナー、大学
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説明会など）のために時間を割いている。これに付随して、ほとんどの教員が、入試問

題作成・点検・採点業務を行っている。 

③ 【就職委員会】はキャリアセンターを中心として、さまざまな就職支援活動を行う。学生

への個別指導、企業との関係の構築なども行っている。 

④ 【学生委員会】は、学生の学籍の異動や処分に関わる業務を行う。学生が問題を起こし

た時は中心となって対応を行っている。 

 

以上の他に、次のような学部・全学委員会の業務があり、教員で分担して行っており、

それぞれの教員が組織運営活動にたずさわっており、そのことが自己評価の結果にあ

らわれている。 

学科主任、総合研究戦略会議、人事制度委員会、同和・人権問題委員会、教育研究調

整会議、教員免許更新講習室委員、全学教育機構委員、教養教育第３部会委員、地域

学歴史文化研究センター委員、低平地研究センター委員、海洋エネルギーセンター委

員、海浜台地センター、総合分析実験センター、環境キャリア教育実施委員会、留学生

センター運営委員会、国際交流室運営委員会、評価室員、国際交流委員会、施設マネ

ジメント委員会、本庄地区安全衛生委員会、地域貢献推進室員、総合情報基盤センター

運営委員会、アドミッションセンター委員会、学生懲戒調査委員会、保健管理センター運

営委員会、広報戦略会議、情報企画委員会、動物実験委員会、情報教育等支援室運営

委員会、全学教職カリキュラム検討委員会、美術館運営委員会、統合１０周年記念委員

会、遺伝子組み換え実験安全員会、学長選考手続管理委員会、産学・地域連携機構運

営委員会、産学・地域連携機構知的財産審査委員会、英語能力試験実施委員会、「地

(知)の拠点事業」WG、男女共同参画推進委員会、全学的な組織再編WG 

などである。 

 

 


	表紙
	平成29年度個人評価報告書(経済学部)

